
Ⅳ    個人情報保護審議会の審議状況 

 

  神奈川県個人情報保護審議会は、附属機関の設置に関する条例によって設置され、平成２年１０月

１日の神奈川県個人情報保護条例の全面施行に先だち、同年４月、会長に成田頼明横浜国立大学教授

（現横浜国立大学名誉教授）を選出し、学識経験者、県民各界代表者等１５名により発足しました。

審議会委員の任期は２年であり、平成１８年４月には、第９期の委員として９名が再任、６名が新任

され、会長に兼子仁東京都立大学名誉教授を選出しました。 

  審議会には、①県の実施機関が保有する個人情報に係る事案について専門的に審議する県保有部会、

②事業者の保有する個人情報の取扱いに係る事案について専門的に審議する民間保有部会、③住民基

本台帳法に基づく本人確認情報の保護について審議する住基部会（平成１４年９月１２日設置）及び

④個人情報保護制度の充実について審議する制度検討部会（平成１５年７月１７日設置）の４部会が

置かれています。 

  平成１８年度は、審議会（全体会）５回、県保有部会４回及び民間保有部会６回が開催され、目的

外提供（条例第９条）、オンライン結合による提供（条例第１０条）、個人情報の取扱業務の登録

（条例第４８条）及び登録事項の変更（条例第５１条）についての答申が行われました。また、実施

機関に関する個人情報取扱事務の登録（条例第７条）等について、各実施機関からの報告に基づいて

審議が行われました。 

 

１  審議会の開催状況 
 

会  議 期  日 審    議    の    内    容 

第６６回 

全 体 会 

平成１８年 

５月１８日(木) 

１ 会長及び副会長の選出 

２ 部会の設置及び部会長の指名 

３ 審議会の運営について 

４ 条例第９条の規定に基づく個人情報の目的外提供に係る

諮問について 

５ 条例第７条の規定に基づく個人情報取扱事務の登録等に

係る報告について 

６ 条例第４８条等の規定に基づく個人情報取扱業務の登録

等に係る諮問について 

７ 住民基本台帳ネットワークシステムの運用状況に係る報

告について 

第８１回 

県 保 有 部 会      

 

５月１８日(木) １ 部会長職務代理者の指名 

２ 条例第７条の規定に基づく個人情報取扱事務の登録等に

係る報告について 

第１０５回 

民 間 保 有 部 会      

 

５月１８日(木) １ 部会長職務代理者の指名について 

２ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録等

に係る諮問について 
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会  議 期  日 審   議   の   内   容 

第６７回 

全 体 会 

平成１８年 

７月１４日(木) 

１ 条例第９条の規定に基づく個人情報の目的外提供に係る

諮問について 

２ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 

第１０６回 

民 間 保 有 部 会

７月１４日(木) １ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 

第６８回 

全 体 会

９月１４日（木） １ 条例第１０条の規定に基づくオンライン結合による提供

に係る諮問について 

２ 条例第７条の規定に基づく個人情報取扱事務の登録等に

係る報告について 

３ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 

 

第８２回 

県 保 有 部 会      

 

９月１４日(木) １ 条例第１０条の規定に基づく個人情報のオンライン結合

による提供に係る諮問について 

２ 条例第７条の規定に基づく個人情報取扱事務の登録等に

係る報告について 

 

第１０７回 

民 間 保 有 部 会

９月１４日(木) １ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 

 

第１０８回 

民 間 保 有 部 会 

１１月１１日

(木) 

１ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 

 

第６９回 

全体会 

１月１１日(木) １ 条例第１０条の規定に基づくオンライン結合による提供

に係る諮問について 

２ 条例第７条の規定に基づく個人情報取扱事務の登録等に

係る報告について 

３ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 
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会  議 期  日 審   議   の   内   容 

第８３回 

県 保 有 部 会      

 

平成１９年 

１月１１日(木) 

１ 条例第１０条の規定に基づくオンライン結合による提供

に係る諮問について 

２ 条例第７条の規定に基づく個人情報取扱事務の登録等に

係る報告について 

 

第１０９回 

民間保有部会 

１月１１日(木) １ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 

 

第７０回 

全体会 

３月２２日(木) １ 条例第１０条の規定に基づくオンライン結合による提供

に係る諮問について 

２ 条例第７条の規定に基づく個人情報取扱事務の登録等に

係る報告について 

３ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 

 

第８４回 

県 保 有 部 会      

 

３月２２日(木) １ 条例第１０条の規定に基づくオンライン結合による提供

に係る諮問案件について 

２ 条例第７条の規定に基づく個人情報取扱事務の登録等に

係る報告について 

 

第１１０回 

民 間 保 有 部 会 

３月２２日(木) １ 条例第４８条の規定に基づく個人情報取扱業務の登録に

係る諮問について 
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２  審議会の審議状況 

 

(1) 実施機関の保有する個人情報に関する審議状況 

ア 平成１８年３月９日付け子教第１７０号で教育委員会から諮問された条例第９条第１項に基

づく個人情報の目的外提供について、第６６回及び第６７回全体会において審議しました｡ 

   諮問の内容は、教育委員会が「学校と警察との情報連携に係る協定書」に基づいて、県立高

等学校及び盲・ろう・養護学校の児童・生徒の個人情報を、非行防止、犯罪被害防止及び健全育成

のために警察へ提供する「学校と警察との情報連携に係る協定書に関する措置事務」について、教

育委員会から警察本部長への目的外提供を認めようとするものです。 

    審議の結果、票決により決することとなり、賛成多数（投票総数１４票、賛成１０票、反対

４票）で、条件を付した上で、諮問の内容は、適当である旨答申（第２１０号）しました。   

イ 平成１８年８月２９日付け広第１８号で知事から諮問された条例第１０条に基づくオンライ

ン結合による提供について、第８２回県保有部会及び第６８回全体会において審議しました｡ 

諮問の内容は、知事において、インターネットにより事前に登録した者に対してアンケート

調査を行う「インターネットを使ったアンケートの回答者登録事務」について、登録者本人へ

のオンライン結合による個人情報の提供を認めようとするものです。 

審議の結果､ 諮問の内容は、適当である旨答申（第２１３号）しました。 

ウ 公安委員会、警察本部長、労働委員会及び収用委員会を除くすべての実施機関から諮問された

（知事にあっては平成１８年１２月２１日付け情公第１３号）条例第１０条に基づくオンライ

ン結合による提供について、第８３回及び第８４回県保有部会並びに第６９回及び第７０回全

体会において審議しました｡ 

諮問の内容は、知事等の実施機関において懲戒処分等を行った場合に被懲戒処分者等を県ホ

ームページで公表する「懲戒処分等の公表事務」について、県民等のインターネット利用者へ

のオンライン結合による個人情報の提供を認めようとするものです。 

審議の結果､ 諮問の内容は、適当である旨答申（第２１６号～第２２５号）しました。 

 

  (2) 事業者の保有する個人情報に関する審議状況 

条例第４８条の個人情報の取扱業務の登録及び条例第５１条の登録事項の変更について、計６

回の諮問が知事からあり、民間保有部会で審議され、審議結果が全体会に報告されました。 

審議の結果、事業者の業務登録に係る１０４事業者、１７９業務について、すべて登録可とす

る答申（第２０９号ほか５件）を行い、この答申を受けて、業務の登録及び登録事項の変更が行

なわれました。 

 

なお、審議会から出された答申文の概要等については、資料編に掲載しました。 
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神奈川県個人情報保護審議会委員名簿 

（５０音順、平成１９年３月３１日現在） 

氏  名 現       職 部  会 備 考 

石 川 壽々子 神奈川県地域婦人団体連絡協議会書記 県   住基  

磯 部   哲 獨協大学法学部助教授 県 住基 制度  

岡 本 裕 美 神奈川県立高等学校ＰＴＡ連合会副会長 県  住基  

小  幡  純  子 上智大学大学院教授 県◎ 住基○ 制度  

柏 木 教 一 
日本労働組合総連合会神奈川県連合会 

副事務局長 
民間  

兼  子     仁 東京都立大学名誉教授 県○ 住基◎ 制度◎ 会長 

木 原 英 和 神奈川県商工会議所連合会常務理事 民間 
 

久 保 博 道 弁護士（横浜弁護士会） 民間  

土 屋 侯 保 大和市長（市長会） 県   住基  

円  谷     峻 明治大学大学院専任教授 民間○ 制度  

内 藤 由 夫 神奈川県情報サービス産業協会専務理事 民間  

堀  部  政  男  中央大学大学院教授 
民間◎ 制度○ 
（住基:助言者） 副会長 

本 山 文 子 神奈川県消費者団体連絡会幹事 民間  

八 木   明 （株）神奈川新聞社営業局企画委員 県   住基  

米 倉 孝 治 
（社福）神奈川県社会福祉協議会 

事務局長 
県   住基  

 県：県保有部会、民間：民間保有部会、住基：住基部会、制度：制度検討部会 

◎：部会長、○：部会長職務代理者 

 任期 平成１８年４月１日～平成２０年３月３１日 
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（表－１４）     神奈川県個人情報保護審議会への諮問事案件数等整理表 

   （平成2年4月1日～平成19年3月31日現在） 

県 保 有 関 連 案 件 民間保有関連案件 

６条 ８条 ９条 １０条 47条 ４８条 51条 旧

２６条取扱制限 

事項 

本人外収集 目的外利用 

・提供 

オンライン

結合 

 
 

計 
業務登録数 

区 

分 

 

 

実 

施 

機 

関 

類 

型 

個 

別 

類 

型 

個 
 

別 

本 人

通 知

省 略

類 型

類 

型 

個 

別 

本人 

通知 

省略 

類型 

類

型

個

別

変

更

類

型

個

別

変
更

本人

通知

省略

類型

是

正

の

申

出

個人

情報

取扱

いの

指針

諮 

問 

件 

数 

諮問 

した 

登録 

業務 

登 

録 

業 

務 

変 

更 
 

住

基

関

連

案

件

制

度

の

充

実

知事 7 17 11 

 

34 

 

4 8 22 4 4
11

(2)
2 30

82

(2)
2 8 1

 

3 

 

10 

(2) 
1 1

議会 6 1 7 2 2 8 - 4 1
4

(1)
- 22

6

(1)
- 6 -  

110 

(6) 

[件数] 

14,688 

(113) 

[事業者数] 

8,576 

(201) 
 

公営企業

管理者 
6 - 7 9 4 8 4 4 3

3

(1)
- 24

15

(1)
- 8 -

病院事業

管理者 
7 ４ 11 7 4 8 - 4 4

1

(1)
- 30

11

(1)
- 8 -

教育 

委員会 
7 4 11 11 4 8 

２ 

(1) 
4 4

5

(1)
1 30

20

(2)
1 8 4

人事 

委員会 
6 - 7 2 2 8 - 4 3

2

(1)
- 24

3

(1)
- 6 -

監査 

委員 
4 - 8 4 2 6 - 2 1

2

(1)
- 19

5

(1)
- 4 -

公安 

委員会 
１ - １ - 1 - - - - - - 2 - - 1 -

警察 

本部長 
9 2 11 １ 4 10 - 4 1 1 - 31 4 - 8 -

労働 

委員会 
7 - 11 1 4 8 - 4 1 - - 27 1 - 8 -

選挙管理 

委員会 
7 - 11 2 4 8 - 4 3

3

(1)
- 29

4

(1)
- 8 -

収用 

委員会 
7 - 11 2 4 8 - 4 1 - - 27 2 - 8 -

海区漁業 

調整委員会 
7 - 11 1 4 8 - 4 1

2

(1)
- 27

2

(1)
- 8 -

内水面漁場

管理委員会 
7 - 11 1 4 8 - 4 

1 1

(1)
- 27

1

(1)
- 8 -

   

  

合 計 88 28 129 77 47 104 
28 

(1) 
50 28

35

(11)
3 349

168

(12)
3 97 5 3 

110 

(6) 

[件数] 

14,688 

(113) 

[事業者数] 

8,576 

(201) 

10 

(2) 
1 1

注 括弧内の数字は平成１８年度の件数で、合計は述べ数です。 
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Ⅴ  制度の普及活動 

 

１  県民、事業者への広報活動 

 

(1) 県民に対する意識啓発 

   個人情報保護制度が、県民の間に十分に浸透し、着実に成長して行くためには、県民に対する意

識啓発のための広報活動が重要であると考え、積極的に広報活動を行いました。また、個人情報保

護条例においても、第３条で実施機関は、個人情報の保護の重要性について県民及び事業者の意識

啓発に努めなければならないことが特に明記されています。 

   平成１８年度の広報活動としては、啓発ポスターを県内の行政機関や駅等に掲示したほか、「神

奈川県のホームページ」等の広報媒体を利用し、制度の概要や運用状況、事業者の業務登録制度や

ＰＤマークの紹介を行い、県民の皆さんへの意識啓発を図りました。 

 

(2) 事業者に対する意識啓発 

   情報化が進み、さまざまな情報が大量かつ迅速に処理されるようになった今日、個人情報の不適

正な取扱いによる県民の権利侵害を引き起こさない事業活動を展開していくためには、事業者の方

々が個人情報保護の必要性を認識して、積極的に個人情報の保護に取り組むことが重要です｡ 

   県は、事業活動における個人情報保護の推進を図るため、条例で、「事業者が保有する個人情報

の取扱いに関する指針」の作成、公表や個人情報取扱業務の登録制度を定めています。これらの施

策を事業者の方々に理解していただき、県の登録制度を適正に運営するとともに、指針に基づき個

人情報が取り扱われるよう、事業者の方々への意識啓発を行いました。 

   個人情報取扱業務の登録制度については、登録を希望される個々の事業者に対して日常的に制度

の説明を行うとともに、登録制度とＰＤマークの紹介を神奈川県のホームページを活用して広報を

行いました。具体的には、県のホームページ「かながわの個人情報保護制度」の中に「個人情報に

関する情報コーナー」を設け、登録事業者以外の方々に対しても参考となる情報をご覧いただける

ようにするなどしています。 

また、個人情報保護制度が事業者の方々に普及していくため、個人情報を取り扱う事業者団体と

県とで構成する個人情報保護推進会議をはじめとする各種会議等の機会をとらえて、県の施策につ

いて説明を実施しました。 

 

２  職員への意識啓発 

   個人情報保護制度の円滑な実施と統一的な運用を図るためには、職員の制度理解が必要不可欠で

す。 

このため、「理解度チェックテスト」を活用した研修について、自治総合研究センター主催で新

規採用職員研修（１回）、交流職員研修（１回）及び階層別研修（６回）を実施したほか、総務部

行政事務監察担当主催で新任所属長等を対象とした事故防止研修（５回）を実施しました。また、

各部局等が実施する事故防止等の研修にも講師を派遣（計８回）しました。 
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３  個人情報保護啓発強調月間の実施 

平成８年度に設定した「個人情報保護啓発強調月間」を平成１８年度も１０月に実施し、県民、

事業者、職員を対象にした意識啓発を、様々な広報媒体を活用して効果的かつ多角的に推進しまし

た。特に、本年度からは、市町村の協力を得て、市町村の施設においてもパネルの展示やポスター

の掲示を行いました。 
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